
　本書は，大学に入って初めて東南アジア政治を学ぶ学生を主な読者としてつ
くられたテキストである。東南アジアは日本と長く深い関わりの歴史がある。
世界的にみても現在，最もダイナミックに経済成長が進んでいる地域であり，
日本企業も数多く進出している。ASEAN（東南アジア諸国連合）という言葉も，
しばしばメディアなどで目にするはずだ。しかし，東南アジア各国が実際にど
のような国家であるのか，それぞれどんな政治課題を抱えているのか，
ASEANとはいかなる国際機構であるのか，日本でよく知られているとはいい
がたい。本書は，それまで東南アジア政治についてあまり知る機会のなかった
人に理解を深めてもらうことを期待してつくられたものである。
　そもそも東南アジアとはどのような地域なのか。まずは，それを概観すると
ころから始めよう。

東南アジア地域を概観する

　東南アジアは，北東アジアと南アジア，太平洋とインド洋に挟まれた，赤道
付近に位置する地域であり，大きく大陸部と島嶼部に分かれる。大陸部はメコ
ン，チャオプラヤー，エーヤワディーという 3つの大河が流れ，河口付近に
はデルタ地帯が広がり，大河をさかのぼると中国やインドとの国境に近い険し
い山岳地帯へと行き着く。それに対して，島嶼部は大小 2万以上の島々から
構成され，赤道直下の深い熱帯林が広がるカリマンタン（ボルネオ）島から，
人が住めないような珊瑚礁でできた島に至るまで，多彩な島々と海の世界が広
がっている。
　このような自然環境の中で，山や海や深い森に隔てられ，言語や文化の異な
るさまざまな人間集団が東南アジア各地に点在するようになった。東南アジア
には古代から中国とインドを結ぶ東西交易の要衝があり，人々の往来が盛んに
行われてきた。北からは中華文明が，西からはインド文明がもたらされ，時代
が下るとイスラーム文明が到来し，植民地時代にはキリスト教や西洋文明がも
たらされた。外来文明の流入によって，上座仏教圏（タイ，ミャンマー，カンボ
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ジア，ラオス），儒教圏（ベトナム），イスラーム圏（インドネシア，マレーシア），
キリスト教圏（フィリピン，東ティモール）といった異なる文化圏が東南アジア
に成立した。また商売や出稼ぎの目的で中国から多くの人々が到来し，東南ア
ジア各地に定住していった。このように，外の世界との交流の歴史が東南アジ
アの多様性を形づくってきたといえる。

経済と政治の多様性

　東南アジアの多様性は自然環境や民族・宗教だけではない。経済的にみても，
東南アジアは多様な国々から成っている。1人当たりの国民総所得（GNI）が
5万ドルを超えるシンガポールから 1000ドル程度のカンボジアまで経済の格
差は大きく，また IT産業を中心に産業の高度化を達成したシンガポール，製
造業を中心として工業化を進めるマレーシアやタイ，石油や天然ガスといった
資源輸出に依存するミャンマー，ラオス，ブルネイ，農業と観光が中心産業で
あるカンボジア，海外出稼ぎが国内総生産（GDP）の 1割を占めるフィリピン
など，産業構造も国ごとに特徴がある。
　政治的にみてもさまざまな国が存在し，しかもそれぞれの国の政治はダイナ
ミックな変化を遂げている。タイでは 2014年にクーデタで軍が再び政治権力
を握って以来，軍政が続いており，国王の政治的権威も大きい。長年にわたっ
て軍事政権が続いたミャンマーでは現在，民主化が進められているものの，軍
の政治的影響力は衰えていない。フィリピンとインドネシアでは，大規模な民
主化運動が長期独裁に終止符を打つという経験を持ち，現在は民主主義の下で
ガバナンス改革に取り組んでいる。マレーシアとシンガポールでは与党による
50年以上にわたる長期政権が続いていたが，マレーシアでは 2018年に総選
挙で野党が歴史的な勝利をおさめ，政権交代が実現した。共産党による一党独
裁が続くベトナムとラオスでは政府が国民の声に耳を傾ける動きが出てきてい
るが，カンボジアでは野党への弾圧が日増しに強くなっており，イスラームの
世俗的権威であるスルタンが国王として国を治めるブルネイとともに，民主化
の兆しはみえない。
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本書の目的と構成

　このように多様性やダイナミズムに富んだ東南アジアにおいて，国家と地域
の政治秩序はこれまでどのように形成されてきたのだろうか。また，現在どの
ような政治秩序が形成されようとしているのか。このことが，本書を通じて読
者に考えてほしい「問い」である。東南アジア政治にあるのは秩序ばかりでは
ない。無秩序もまた，この地域の政治を考えるうえで重要であり，秩序と無秩
序の織り成す政治のダイナミズムを明らかにすることが，本書のすべての章に
通底する問題意識である。これらの問題を，国家と社会との関係，国家と国家
との関係，国家と地域との関係を通じて考えることが本書の目的であり，それ
は東南アジア以外の地域の政治をみるうえでも参考になるであろう。
　各章では，こうした問いや問題意識が形を変えながら展開されている。本書
は大きく 3部構成になっており，第Ⅰ部（第 1～7章）は各国政治史であり，第
Ⅱ部（第 8～11章）と第Ⅲ部（第 12～14章）はそれぞれ比較政治と国際政治を
扱っている。この構成は，他の教科書にはない本書の特色となっている。
　第Ⅰ部では，第 1章が古代から独立前までの東南アジアの国家と国際関係
を扱っており，第 2章から第 7章までは国家形成と国民統合に注目して各国
の政治史が記述されている。植民地化以前にはこの地域に存在しなかった近代
的な国家がどのように成立し，国民国家形成と国民統合がどのように行われて
いったのかをめぐる議論が，それぞれの章で展開されている。
　比較政治をテーマとする第Ⅱ部では，独立後から現在に至るまでの国内政治
に焦点をあて，国家間を比較しながら当該国が抱える政治問題を浮き彫りにし
ている。第 8章（国民国家建設）では国民国家がつくられる過程で生み出され
る多数派と少数派の関係について，第 9章（政治体制と体制変動）では権威主義
体制の成立とその支配の仕組みについて論じられ，第 10章（成長・分配）では
開発に伴う経済成長とその分配をめぐる対立が，第 11章（模索する民主主義）

では民主化に伴って拡大する汚職や政治家不信が社会に分断をもたらすなど東
南アジアの民主主義が直面する問題が議論されている。
　国際政治を扱う第Ⅲ部では，大国との国家間関係，地域統合，国境を越える
人の移動から東南アジア政治を考えようとしている。第 12章では冷戦期から
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ポスト冷戦期にかけての，特にアメリカや中国と東南アジア諸国との関わりを，
第 13章では ASEANの成立から共同体設立に至る 50年間の地域統合の歩み
を学ぶ。越境をテーマとする第 14章は，麻薬密輸やテロ・ネットワークとい
った非合法活動から合法的な労働移動，難民まで，人々の国境を越える多様な
営みに注目する。最後に，終章では日本と東南アジアの関係史を概観しながら，
私たち日本人の東南アジアとの関わりの深化を考えていきたい。
　本書はこのような 3部構成となっているが，読者はどこから読み始めても
構わない。第Ⅰ部で各国政治を把握したうえで，第Ⅱ部，第Ⅲ部へと読み進め
てもよいし，関心のあるトピックを中心に第Ⅱ部や第Ⅲ部の章を先に読んで，
そのあと第Ⅰ部で特定の国や地域の章を読むこともできる。関連する記載が他
の章やコラムにある場合には「 第〇章〇」「Column○─○」と記載され，ま
た必要に応じて以下に提示したウェブサポートページにも説明が設けられてい
るので（ WEBマークが付されているもの），該当箇所を参考にしてほしい。各章
末には，その章で学んだ内容の理解をさらに深めるものとして読書案内を設け
た。
　本書を批判的に読むことで，多様な視点にもとづいて東南アジア政治を考察
してもらえれば幸いである。
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政治体制と体制変動

I N T R O D U C T I O N

　独立後の東南アジアでは，ほぼすべての国で冷戦を背景として共産主義勢力と
反共産主義勢力の間で激しい権力闘争が展開され，その帰結として強権支配を基
本とする権威主義体制が成立した。しかし，一見すると同じように独裁的にみえ
る権威主義体制でも，支配アクターが異なれば，その支配の仕組みは異なる。支
配の仕組みが異なれば国家と国民の関係も異なり，体制変動の性格も違ってくる。
支配アクターの相違は権威主義体制の支配のあり方にどのような違いをもたらし，
体制変動の性格をどのように規定するのか。この章では，権威主義体制の下にあ
りながらも国ごとに異なる政治の仕組みとダイナミズムをみていきたい。

軍と民主化勢力の間で調停を行うタイの国王（1992年 5
月）。（写真提供：共同通信社）



1　民主主義と権威主義

　第 2次世界大戦後，東南アジア諸国は欧米列強の植民地支配や日本軍政か
ら脱して，独立国家を樹立した。図 9. 1は，1945年から 2015年までの東南
アジア諸国の 5年刻みの政治状況を表したポリティ・スコアである。ポリテ
ィ・スコアとは，比較政治学の分野で広く用いられる政治体制の度合いを測る
指標をいう（ Column❾─1）。
　この図をみるとわかるように，多くの国が独立した当初は民主主義か中間政
体であったが，1950年代後半から 1960年代にかけて独裁（権威主義）化が進
み，1970年代から 1980年代半ばにかけて民主主義の国はなくなり，独裁か
中間政体かのどちらかになった。では，どのように各国で民主主義は挫折し，
権威主義化していったのだろうか。この章ではまず，それについて考えたい。
　さらに図 9. 1をみると，民主主義と権威主義の間で行ったり来たり大きく
動く国（フィリピン，インドネシア，タイ，ミャンマー）とあまり大きく動かない
国（マレーシア，シンガポール，ベトナム，ラオス，カンボジア）があることがわか
る。この振れ幅の大きさの違いはどのようにみればよいのだろうか。あわせて
考察していきたい。

2　権力闘争と権威主義体制の成立

脱植民地化と新たな権力闘争

　東南アジアにおける権威主義体制は，その国の支配をめぐる権力闘争を伴っ

2　権力闘争と権威主義体制の成立 157

K E YWO RD S

一党独裁体制　　一党優位体制　　軍事政権　　権威主義体制　　個人支配体制　　体制
変動



て成立したが，こうした権力闘争は独立した直後から始まっていた。植民地時
代に宗主国と結託して支配層の一部を構成していたエリート／既得権層と，新
たに台頭した勢力という対立構図が浮上し，後者は主に共産主義勢力であり，
前者は反共産主義（反共）勢力であった。
　実際に 1940年代後半から 60年代にかけて，東西冷戦を背景に，ほぼすべ
ての東南アジアの国々で共産主義勢力と反共勢力との間で激しい権力闘争が起
こっている。搾取を基本とする植民地支配の下，宗主国と結びついた現地支配
層と，搾取の対象であった被支配層（その多くは農民）との間で階級分化が進み，
社会的矛盾が広がっていたからである。共産主義勢力は被支配層と共闘し，宗
主国のプレゼンスが一時的に空白となった日本軍政期に抗日ゲリラとして農村
部を中心に勢力を拡大した。彼らは植民地宗主国の排除のみならず，社会革命
による共産主義体制の樹立を望み，彼らと共闘する農民は土地改革などを通じ
た階級格差の是正を求めた。他方，既得権層すなわち，フィリピンであれば地
主・寡頭支配層，マラヤ（現マレーシア）であればマレー人王族層，ベトナム
であれば地主層が反共勢力を構成した。インドネシア，タイ，ビルマ（現ミャ

158 C h A p t e r 9　政治体制と体制変動

図 9. 1　1945～2015 年までの東南アジア諸国のポリティ・スコアCHART
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（出所）　Polity IV Project, http://www.systemicpeace.org/polity/polity4.htm



ンマー）では，最も強力な反共勢力は軍であった。
　冷戦下で各国の権力闘争は旧宗主国や大国の介入を招き，さらに暴力的な様
相を帯びた。ベトナムは宗主国フランスと，その後はアメリカとの間で戦争を
経験し，ベトナム戦争下でラオスとカンボジアもアメリカによる激しい爆撃に
さらされた（ 第 7章 2，3）。また，インドネシアでは 9・30事件後の共産主
義者の大虐殺（ 第 4章 2）にアメリカ CIAの後押しがあったといわれている。
ビルマでは共産党による武装闘争を中国が支援したことで紛争が長期化し（
第 6章 3），フィリピン，マラヤでも治安当局による共産主義者の掃討作戦が
展開されたが，それぞれ宗主国であったアメリカ，イギリスの支援を受けた

2　権力闘争と権威主義体制の成立 159

　政治体制とは「国家を運営するリーダーを選出し，国家の意思を決定し，そ

れを執行するという国家全体のしくみを定めたルール，制度，規範の総体」で

ある（砂原・稗田・多湖 2015）。政治体制は，大きく民主主義体制と非民主

主義体制に分かれ，後者は独裁や専制などと呼ばれることもあるが，現在では

権威主義体制が非民主主義体制を指す総称として使われることが多く，本書で

も権威主義体制と呼ぶことにする。民主主義と権威主義は白黒はっきりと分か

れるわけではなく，両者の間は連続的である。ある国の政治体制がどこに位置

づけられるかを測る指標はいくつかあり，その代表的なものがポリティ・スコ

アとフリーダム・スコアである。

　ポリティ・スコアは，複数政党制にもとづいた公正で競争的な選挙が行われ

ているか（政治参加の度合い），政府の権力が立法府や司法府などによって制

約されているか（権力分立の度合い）などを主な基準としているのに対して，

フリーダム・スコアは政治参加の度合いに加えて，言論・報道・デモの自由が

どれだけ保障されているか（市民的自由の度合い）なども基準とする（「ポリ

ティ・スコアとフリーダム・スコアの基準」）。両指標とも，体制変動すなわち，

民主主義から権威主義への変化，権威主義から民主主義への変化を連続的に捉

えることができるのが利点である（久保・末近・高橋 2016）。しかし，あく

まで数値化された指標にすぎないため，政治体制や体制変動の性格まで明らか

にすることはできず，それらを捉えるためには地域研究の視座からの質的な分

析が欠かせない。

WEB
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（ 第 3章 2，第 2章 2）。
　権力闘争に勝利したグループは支配アクターとなり，権威主義体制を成立さ
せた。彼らは権力を握る過程で，もしくは権力を握ったあと，政敵を強権的に，
国によってはかなり暴力的なやり方で排除，粛清している。この強権性は新た
に成立した政治体制の権威主義的な性格を決定づけた。

共産主義政党が権力を掌握したインドシナ3国

　ベトナム，ラオス，カンボジアのインドシナ 3国では，1975年にそれぞれ
アメリカとの戦争や内戦に勝利を収め，共産主義政党が権力を握った。
　ベトナムは，旧封建支配層を傀儡化して植民地支配を維持しようとしたフラ
ンスとの間で独立戦争（第 1次インドシナ戦争）を戦った。この戦争にベトナム
は勝利したものの，今度は共産主義政権の打倒を企図したアメリカの介入を受
ける（第 2次インドシナ戦争もしくはベトナム戦争）。結局，1945年から 1975年
まで 30年間にわたる闘争のすえ，1976年に南北が統一されてベトナム社会
主義共和国が成立した。その後の急激な社会主義化政策によって，南ベトナム
では旧支配層から一般市民にいたるまで資産を没収され，一部は難民となって
出国した（ 第 7章 2，3，4）。
　ラオスは 1953年にフランスからラオス王国として独立を果たしたが，アメ
リカの支援を受けた右派の王国政府，北ベトナムの支援を受けた左派のパテー
ト・ラオ，中立派の 3派間で内戦が起こった。1974年に 3派連合政府が成立
するものの，1975年に北ベトナムが南ベトナムのサイゴンを陥落させると，
ラオスでは王政廃止が宣言され，パテート・ラオが主体となったラオス人民民
主共和国が成立した（ 第 7章 2，3，4）。
　カンボジアでは，1970年にアメリカの支援を受けた右派のロン・ノル将軍
がクーデタを起こしたあと，ベトナム戦争中のアメリカによる爆撃もあって国
内は混乱状態に陥った。ロン・ノル派による左派へのテロが凄惨を極めたこと
で人心はロン・ノル政権から離れ，ポル・ポト率いるクメール・ルージュ（共
産党）が台頭する。1975年にクメール・ルージュはプノンペンを陥落させて
権力を掌握したが，その支配の下で農本主義にもとづく極端な共産主義化がと
られ，旧政権の支持層を中心に多くの人々が虐殺の犠牲となった。しかし，ベ
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トナムの侵攻を受けて 1979年にポル・ポト政権は瓦解し，その後 10年以上
にわたり内戦状態が続いたが，この間ベトナムの後ろ盾を得た人民革命党（共
産党）が権力基盤を固め，1980年代半ばまでにカンボジアのほぼ全域で実効
支配を確立した（ 第 7章 3，4）。

既得権層が支持する政党が権力を確立したマレーシアとシンガポール

　マレーシア（マラヤ）とシンガポールでも政党が権力を握ったが，共産主義
を掲げる政党ではなく，植民地時代に宗主国イギリスの庇護を受けたマラヤの
マレー人，シンガポールの華人英語話者層がそれぞれ主体となった政党であっ
た。
　第 2次世界大戦後，マラヤのマレー人政党である統一マレー人国民組織
（UMNO）はイギリス植民地当局とともに，日本軍政期に抗日ゲリラとして勢
力を拡大したマラヤ共産党の弾圧を進め，これを弱体化させた。1957年のマ
ラヤ独立の際にすでに権力を確立していた UMNOは，1963年のマレーシア
成立後，ブミプトラと呼ばれるマレー人の優位性を確立するため，1965年に
は華人が約 7割を占めるシンガポール州の離脱を認め，さらに 1971年以降は
マレー人優遇政策をとり，マレー人の優位性に異を唱えることを憲法で禁じた
（ 第 2章 2，3）。
　シンガポールではマレーシアから独立する以前，主に華人の英語話者層を支
持母体とする人民行動党（PAP）が，選挙対策のために華語（中国語）話者層を
支持母体とする共産党と協力関係を構築していた。しかし，いったん権力を握
ると，PAPは共産党との協力関係を破棄し，共産主義者の掃討を徹底的に進
めた。マレーシアから独立したあと，PAP政権は共産党を非合法化している
（ 第 2章 2，4）。マレーシアとシンガポールにおける UMNOと PAPの権力
の確立は，その支持母体である社会層の権力の確立を意味するものであった。

政治経済の行き詰まりから生じたフィリピンの独裁

　フィリピンでは独立後，土地と利権を独占し，パトロン・クライアント関係
を通じて支持者を囲い込んできた地主／伝統的寡頭支配層と，土地改革や格差
解消を求める農民の支持を動員した共産主義勢力との間で権力闘争が展開され
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てきた。1960年代になると工業化が鈍化して，農村部から流入した出稼ぎ労
働者を工業セクターが吸収できず，働く場所を失った人々によって都市部に巨
大なスラムが形成された。出口のみえない状況の中で，経済開発と土地改革を
主眼とする全面的な社会改革の断行を訴えたマルコスが都市部の新興中間層な
どの支持を得て，1965年に大統領に当選する（第 3章 2）。
　しかし，土地改革は地主の強い抵抗を受けて頓挫し，1960年代末には新た
に毛沢東主義系の共産党／新人民軍が台頭して政治的緊張が高まっていった。
こうした行き詰まりの中，マルコスは 1972年，戒厳令を布告し，憲法と国会
を凍結した。彼は伝統的寡頭支配層と共産主義者双方を含むさまざまな勢力を
強権的に抑え込むことで改革を実現するための政治環境をつくり出そうとした
が，自らに権力を集中させることで独裁政治を招来させた。

軍が権力を握ったタイ，ビルマ，インドネシア

　タイ，ビルマ，インドネシアでは強力な反共右派勢力を構成していた軍が政
治の実権を握り，タイとインドネシアでは軍が権力を握ったあと左派に対する
苛烈な弾圧が行われた。
　タイでは 1950年代半ば以降，ピブーン政権の腐敗と選挙での不正を批判す
る左派系の学生運動や労働運動の台頭を警戒していた軍が，サリット将軍を中
心として 1958年にクーデタで政治の実権を握った（末廣 1993）。サリットは
左派活動家を逮捕し，労働組合に解散を命じた。1973年にいったん民政移管
が行われたものの，インドシナ 3国で共産主義政権が相次いで誕生したこと
に脅威を感じた政府・軍は，1976年に苛烈な民主化運動弾圧を行い，続く数
年間，東北部に逃げていった左派グループに対して掃討作戦を展開した（ 第

5章 2，3）。
　ビルマでは，1940年代後半に共産党がビルマ政府に対して武装闘争を始め
たが，軍はその鎮圧作戦の主体となった。共産党のみならず，辺境地域におけ
る少数民族の武装闘争に対峙したのも軍であった。共産党や少数民族との闘争
や文民政権の失政で国内が混乱するなか，軍は政治的プレゼンスを高め，
1962年にネーウィン将軍はクーデタで政府から権力を奪取した（ 第 6章 2）。
　インドネシアでは，1960年代前半のスカルノ政権下で共産党が次第に台頭
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し，危機感を強めた軍は国民党右派やイスラーム系政党とともに反共右派勢力
を構成した。1965年に 9・30事件が勃発すると，スハルト将軍を中心とする
軍は事件を鎮圧し，共産党関係者の大規模な虐殺を主導した。軍の政治的プレ
ゼンスを背景として，スハルト将軍は 1968年に大統領に就任し，その後自ら
に権力を集中させて独裁的な支配を確立していった（ 第 4章 2，3）。

3　権威主義体制の支配の仕組み

　このように権威主義体制が成立し，権力闘争がほぼ収束したことで，東南ア
ジア各国では政治は安定し，経済成長のための開発政策が本格的に始まって国
家機構は整えられ，支配の仕組みも確立していった。通常，権威主義体制下で
は行政府に権力が集中して立法府と司法府を凌駕する。この点は東南アジアの
権威主義体制でも同様である。しかし，国ごとにみていくとその支配の仕組み
は多様であることがわかる。この節では支配アクターと，政府・議会・軍・司
法といった統治機構との関係性から，それぞれの支配の特徴を明らかにしてい
きたい。

共産党による一党独裁─ベトナムとラオス

　ベトナムとラオスでは共産主義政党による一党独裁が確立した。一党独裁と
は，憲法で唯一の政党と認められた政党（多くの場合，共産党）が国家を永続的
に支配する体制である。党は権力の中枢から末端に至るまで官僚機構のような
ピラミッド型の強固な組織構造を持ち，トップに立つ指導者の能力や人格に左
右されることなく，長期間にわたって権力を維持する。両国ではそれぞれ憲法
で唯一の政党として定められた共産党や人民革命党が「民主集中制」という考
え方にもとづいて，あらゆる政治権力を独占的に握っている。
　両国とも党は政府の上に立ち，党の指導者は国の指導者より上位にある。ベ
トナムでは国の最高指導者は共産党書記長であり，第 2位が国会で選出され
た国家主席（＝大統領），第 3位が首相である。ラオスでは，現在は党書記長が
国の最高指導者である国家主席を兼任し，第 2位が首相である。両国ともに
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